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【坂 内】本 日はお時間 を頂 きま してあ りが とうござい ます 。
最 近 、盛 ん に、マルチ メデ ィアが 叫ばれてお ります 。まず 、マ ルチ
メデ ィア とは何 か と言 うことか らお願いいた します 。 また、NEC
としての取 り組み 、又 は日本 と して どのよ うに取 り組 むべ きな のか
などにっ いて も …
【植之原 】マルチメデ ィアは今 、先進工業国で は非常な期待を込め
られた流 行語 にな って います 。 しか し、マルチメデ ィア とは …
となると、一番先 を走 って いるアメ リカで もまだよ く分か らない と
言っのが実状です 。みんな試 行錯 誤 している。勿論 、技術面 ではかな り分か ってお り、音声 、画像 、
テキス ト、それか らイメージ 、ビデオなどのメデ ィア情報 を総 合的かつ有効 に活用 して 、あ らゆる
社会の活 動の生産性 向上 に役立て ることと考え られています 。つま り、インタラ クテ ィブ ・マルチ
メデ ィア、一方 的な情報伝達でな く、双方 向が コミュニケー シ ョンを しなが ら色々なメデ ィア情報
を活用 して 、有効 に生か してい くとい う訳 ですが 、使 う人が どのよ うな ものを欲 しが っているのか 、
どのよ うなメデ ィア情 報を提 供す れば、本 当に活用 して貰えるのか と言 う と皆 目見当が っかない状
況です 。技術的 に言います と 、例 えば 、半 導体 メモ リは大体3年 に4倍 ずつ容量 が増 え 、15年 間
で1000倍にな ります 。 しか も値段 はあ まり変わ らない となると、ビ ッ ト当た りのコス トは1000分の
1になる事 にな ります 。マルチ メデ ィア とな ります と、あ らゆ るメデ ィアの
情報が蓄積 され、ものす ごいス ピー ドで出 し入れされる訳ですが 、それが安
く、か つ非 常に簡単 にア クセス しやす いデー タベー スの中 に納め られる可能
性 は見 えて いる訳です 。このよ うに、マルチ メデ ィア情報 を安 い価 格で大衆
に提供する方向 にどんどん進 んでい ます 。情報 を出す ところのデ ィスプ レイ
技術が軽薄 短小 にな り、電力消費量は減 り、値段 は下が り、情報の容量は ど
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ん どん増 える とい うこ とで 、マルチ メデ ィア情報 をサ ービスす るた めに必要な技 術 とい うものはも
う見えてい ます 。
【坂内】ハー ド的 には今の技術で も相 当な ことは出来 るはずですが 、ソフ ト、サー ビスが分か って
いないため に、マルチメデ ィアの方向性が 見え ないと言 うことで し ょうか 。
【植之原 】ええ 、今 まで無か った ことですか ら、頭 をあち こち にぶ つけなが ら、だんだ んよ り広い
道 に出てい くよ り方法が ないのだ と思 って ます 。 ともか く、いか に使 う人のニーズを汲み上げそれ
にあ った情報 を発信す るかが重要です 。ユーザ ーがどんな情報 なら買って くれるのか分か らな い訳
です 。今 、いろいろな情報サー ビスネ ッ トワー クのビジネスが始 ま ってい ますけれ ども、そのサー
ビスの中身を見る と、アメ リカで もたかが知れているよ うです 。や っぱ り時間 と技術の問題だ と思
い ます 。その技術 も基 礎技術 とい うよ りは 、応用技術であ り、しか も、そ の応用技術 も専門家 と技
術 のイン ター フ ェースでな く、素 人 と技術 のイ ンター フェースの問題です 。だか ら 「技術」が 見え
てはいけ ない。技術を意識 させないで 、色 々なメデ ィア情報が 素人 に簡単 に活用 出来 るような レベ
ル まで行かない となか なか普及 しない と思います 。こんな情報 が欲 しい とアクセ ス した らすぱ っと
出て くるよ うな ものが必要です 。それで 、情報 のスピー ド、デー タベースの構築及 びデ ータベース
の インターフ ェースが重要問題 とな ります 。
アメ リカの場 合です と、電 話会社がCATV会 社を買収す る とい う動 きが始 まってい ます 。アメ
リカのテ レビ受信の7割 以上 がCATVで すね 。あらためて光 スーパーハ イウエーを敷 かな くて も、
CATV会 社が各家庭 にネ ッ トワー クインフラを形成 して くれてい る訳です 。 日本の場合はほ とん
どが電波放送ですのでそ う言 った ネ ッ トワー クがな く、地域的な有 線放送 も規制 でロー カル に分断
されて きたので 、広域 に繋が らな いのです 。
【坂内】規制緩和が必要 と言 うこ とですね 。
【植之原】そ うです 。いいものはそれぞれの 自主性に任せ ない と活 力が失われて しまい ます 。規制
が厳 しい と、生 産拠点 の海外立地 などによ り外 国へ出てい く産業の後 を埋め る新 しい産業 とい うも
のが生 まれ難 くな ります 。相 当な緩和 を行 って規制は最小限度 にすべ きですね 。その点 か らも～番
明瞭 な例 はCATVの 規制緩和 です 。これ を取 り払わ ない と成 り立 たない のです 。マル チメデ ィア
時代 になれば 、これが取 り払 われ るだろう と予測 して各社は開発を続けて いるのです か ら。
【坂 内】ユーザー に密着 した技術 について 、NECと しては どんな戦略をお持 ちですか 。
【植之原 】それ はヒューマ ン ・マ シン ・イ ンターフ ェース技術です 。これ は非常 に難 しい技術です 。
新 しい技術 のブ レー クスルー も必要 な反面 、す で に存 在す る技術 をいか にうまく活かす かとい う技
術 、技術のみ の問題で な くて 、日本の文化 と密接 に絡 んだ技術です 。です か ら、NECで は大阪の
ど真ん中 に関西研究所 を設 置 して、ヒ ューマ ン ・マ シン ・イ ンター フ ェー スの研究 を しています 。
技術者が 自分の部屋 に閉 じ込 もらず 、ユーザー の感覚で技術開 発をすべ きとい う理由か らです 。
【坂 内】 日本は米国 に較べてパソ コンの普及が遅れてお り、ソフ トウエ アも極めて弱い と言わ れて
い ます 。
【植之原 】 日本 向きの いいパ ッケージソフ トウエア、共通 に使 える ソフ トウエ アが開発で きれば 、
日本の場 合もパ ソコンは今後急速 に普及 してい くと思 います 。その開発に関 し、日本で も優秀 な人
材が小さなベ ンチ ャー企業で活躍 できるよ うな環境 を作るべ きですね 。大企業 で優れた人材 を抱 え
て しまいがちですが 、パ ッケージウエ アはベ ンチ ャー企業が手が けやすい分野 と思います ので 、大
企業でな くて もベ ンチ ャー企業 で活躍で きるよ うな環 境を作れ ば 、競 って優秀なパ ッケージソフ ト
ウエ アが開発 されるよ うにな って行 くと思 います 。
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【坂 内】 ところで 、最近 問題 とな っている空洞化 についてはどのよ うに捉 えてお られ ますか 。
【植之原〕 ものすごい勢 いで 円高 になった結果 と考え られますが 、それを補 うだけの生 産性 向上が
で きる部 門は 、日本で生産活動が 出来 ます 。しか し、生産性が 円高 に追いついていけない ところは、
労賃の安 い開発途上国で生産 を しない・と、事業 が継続 出来ない と言 うことにな ります 。中小企業で
も大企業 でも生産部門が開発途上 国 に移 ります と、特定の新 しい分野 を除 いては、技術その ものが
日本か ら消える可能性 があ ります 。技術 とい うのは 、生産 と密接 な関係が あ り進 展する もので 、生
産部門が移 って技術 開発の活動が 開発途上 国で行われるよ うにな って くると、技 術者が 日本か ら短
時間 に消えて しまう、っま り空洞化が起 きます 。一方 、新 しい分野の産業活動で 日本 の経済が維持
出来るのであれ ば、これは技術移転であ って 、空洞化で はない と言 うべ きです 。
国の経済 ・産業 とい うものは富士山みた いな もので 、先端産 業 とい うのは頂上 の部分で 、富士山
の容量か ら言 った ら、ほんの一部 分です 。富士 山の容量 というのは、5合 目以下でほ とん ど占め ら
れ ている訳で 、いわゆる基盤産業 、大衆市場産業の根 を国内に相 当残 して置かない と、富士山 もだ
んだん裾 野が浸食 され ますね 。
【坂内】一方で 、技術が高い ところか ら低 いと ころへ流れるの は自然の勢 いだか ら止め よ うが ない。
生産拠点 の海外立地が進む にっれて 、国内にそれ を埋める形で 、新 しい高 付加価値の技 術な り産業
な りを生み出す必要があるが 、む しろ技術移転 を積極的 に行う ことによって高付加価値 の産業 にシ
フ トし易 くなる と言 う議論が あ りますが 。
【植之原 】ええ 、開発途上国 に技術移転を して 、開発途上国の経済の発展 も支 えていか なければ な
らないこ とも事実ですが 、問題はそのスピー ドです 。新 しい産業を開拓 して 、次 の経済 を健全 に維
持 発展で きるところまでの活 動 、雇用の確保が大切です 。新 しい産業が発展 し切 らない前 に、今 ま
で雇用 を維持 していた部門が 海外 へ移 ると失業問題 とな り、社 会不安 も起 きて きます 。新 しい分野
の発展の スピー ドをどのよ うに上 げ、開発途上 国 に移 してい くスピー ドを少 しブ レーキをかけてど
のよ うにバ ラ ンスを とってい くか 、それが 大きな問題 だ と思い ます 。
また 、とか く最先端技術のみ に 目が行 きが ちですが 、私は政 策 と して 、エネルギーの効率利用の
観点か ら も最終製品は 、市場 の近 くで生産す るのが本道だ と思 います 。我が国が供給基 地 になれ 、
貿易摩擦 を起 こさず に供給 で きる商品の技術 、最先端 ではないが基盤技術でなお維持す べ き技 術 、
必要最小限の技 術は国内に残すべ きだ と考え ます 。
これは川の管理 と同 じことだ と思い ます 。ダム も堤防 も造 らないで 、その まま放 ってお きます と、
水路 とい うのは 自由自在 に変わ り、平地 を潤す どころか 、肥沃 土を押 し流 し、大変な水害 を起 こす
わけです ね。そ うい う水害 を起 こさない程度の管理は きちん とや っておか ないといけません 。国家
百年の治世は川の管理 である と、中国が長い間言 って きましたが 、これ と同 じことが言える 。国の
政策 とい うものはそうい うものだ ろうと私は思 うんです 。
【坂内】 日本全体 と して考えた ときに、海外生産 の比率が 、もう少 し増 えて もいいと言われて いま
す が 、NECの 場合は いかがですか 。
【植之原】海外生産比 率は金売 り上げの25%に もな っていないですが 、50%に はな っていい と
思 います 。今は情報 もカネもボー ダ レス にな ってい ます。国境 の如何 にかかわ らず 、ツーツーです 。
企 業 も多国籍 とい うこ とで 、国境があ ってないよ うな ものですね 。専門家 もかな り国境 には無 関係
に動 ける。 ところで一方 、動けな いのは労働者 です 。だか ら、そ うい う人 たちに雇用の機会 を提供
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す るため には、どうい うふ うな産業構造 にしていかなければな らないか という事は重要 な問題 です 。
一企業 としては生 きる道 は幾 らでもあ ります 。 しか し、国 として は 、一企業が栄えて も、国 の雇
用が確保 で きなければ どうに もな らないわ けですね 。
【坂 内】 国と しては 、新 しい技術 、産業 を起 こす ため にも、基 礎的な研究 にもっとお金 を投入すべ
きと考 え ますが 。
【植之原 】基礎研究の成果が産業で生か され 、事業 として有効 に活用 され るまでは 、二十数年 かか
るわけですね 。い くらスピー ドが上が った と言 いま して も、新 しい技術 というものは実 用化す るま
で には相 当長期 間の投 資を続 けてい く必要があ ります 。そ うい う意 味では、純粋基礎研究のよ うな
ものは 、一企業のため 、あるいは一 つの国 のた めで な く、我 々の子 孫 に残 してや る資産みたいな も
のだ と考 えます 。こう考える と、国民一人一人 がそれ を支えてや るとい う気持ちが私は必要だ と思
い ます 。そ うで ないと、基礎研究振興 とい うのはなか なか難 しい 。国の研 究開発投資 、特 に基礎研
究投資 とい うものの額 は もっと増 えなければいけ ませ ん 。
【坂内】国立の研究機 関 と企業 との共同研究 について 、どのよ うな考 えをお持ちで しょうか。
【植之原】共同研究 は どんどん行 っていい と思 います 。昔 は国 の研究機関が特定の企業 と組む こと
は問題で あると言 う認識で したが 、もうそ んな時代で はない と思い ます 。特 に基礎研究で した ら、
研究 の成果 をどん どん発表す ればいいんですか ら。また 、ナ シ ョナルプロジ ェク トや コ ンソー シア
ム による共 同研究な どは一社よ りは共同でや ったほうが リスクも小 さい し、いい成果が生 まれ ます
ので好ま しいこ とでは あ ります 。 しか し、このよ うな研究 は、民間の研究者 を中心 に行われ ていま
すが 、民間 も新 しい分野の研究者 はそんな に豊かではあ りませ ん。外 の色 々な研 究 に参 加 して しま
うと、親元の研究 を行 う人がゼ ロ にな って しまい、とって も付 き合 い切れ ないと言 うことにな りま
す 。やは り、バ ランスが必要 です 。む しろ 、是非 、博士課程 の学生 を共 同研究の場 に参 画 させ るこ
とを考え てほ しい と思い ます 。教 育の場 にもなる し、研究の場 にもなり、一挙両得だ と考 えます 。
博士課程 の学生 の増加 は大 きな問題ですが 、そ の解決策 にもな ると思います 。
【坂内】最後に政策研究所へ の期待があ りま した らお伺 い した い と思 います 。
【植之原】アメ リカで は 、民需技術 の技術政策 とい うのは 、歴 史的になか なか立て られ ない。逆 に
あ る面では 日本が政府 中心 に政策 的 に相当 うま くや っている とい うふ うに見てお り、それが焦 りと
な ってい る と思い ます 。何 か不公平なこ とを している とい う風 に。その辺が 日本か ら必ず しも正確
に発信 されてい ない と思い ます 。 日本の政府 は もっと分か り易 く情報を発 信す る必要が ある。 日本
の研究者が このような情報発信 を積極的 にや らなけれ ばな らな いと思い ますね。国際会議等で政策
研の研究 者が このような観点か ら、積極的 にどん どん発言 、発表 して、理 解 を深めても らうよ うな
活動をす ることも、か な り重要 な使命では ないか と思い ます 。
【坂 内】長時間あ りが とうご ざい ました 。
(メモ)植之原 道行(うえのはら みちゆき)
昭和57年 目本電気(株)専 務取締役
昭和62年 目本電気(株)取 締役副社長
平成元年 日本電気(株)特 別顧問
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1.最 近 の動 き/CurrentTopics
○ 主 要 来 訪 者 一 覧/ForeignVisitorstoNISTEP
8/29(月)超 音 速(韓 国標 準 科 学 研 究 院科 学 技 術 研 究 開 発課 長)
DonSmale(オー ス トラ リア大 使 館 科 学 参事 官)
9/8(木)
/9(金)
/22(木)
Mr.V.Danabalan(マレー シア科 学 技 術 環 境 省 次官)
Dr.MichelCallon(フラ ンス鉱 山工 科 大 学 教 授)
李 鯵 周(韓 国科 学 技術 院 教 授)
Dr.JenniferBond(米国NSF科 学 技 術 指標 プ ログ ラ ム)
○講i演会等/LecturesatNISTEP
9/14(水)「 全 要素生産性の理論 と計測」
黒田 昌裕(慶 応大学商学部長)
、エ〃〆3
皿.レ ポ ー ト紹 介/HighlightoftheNewReport
数 値 シ ミ ュ レ ー シ ョ ン に よ る 技 術 貿 易 継 続 契 約 分 の 構 造 解 析(NISTEPREPORTNo、35)
(Structuralanalysisofcontinuouscontractsin
technologicaltradeusingnumericalsimulatins.)
第3調 査研究 グループ
1.石汗突 目自勺
本研究 は、最近の企 業活動 の国際的展開の中で重要性が増 しつつ ある、特許 、ノウ ・ハ ウの売買
などいわゆる技 術貿易 にっ いて、数値 シ ミュレー シ ョンによ りその構造 を明らか にし、我が国の研
究開発水 準 、技 術力 を評価 し、科学技術政 策に資す る ことを 目的と した ものである 。
技術貿 易の実 態につ いて 、体系的 、時系列的 に整理 されてい る資料 として 、総務庁統 計局 の科学
技 術研究調査 、 日銀の国際収支統計及び当研究所 にお ける外国技術導入の動向分析 の3つ が あるが 、
総 務庁統計 では1971年 度以降 、技術輸 出、技術輸入 にっいて各産業別 に新規契約 、継続契約の
件数 、金額が 、また 、相手国別 には新規 、継続 に分 けることな く件数 、金額 の総数が示 されて いる。
日銀の統計では 、各年 度の技 術輸 出 、技術輸入 の総金額が示 されているのみで 、当研究 所の外国技
術導入の動 向分析 、さらに、技術輸 出に関す る最近の調査か ら、近年の技術貿易の実態 は明 らか に
な りつつあ るものの 、上 記の統計 か らは 、それ以前の技術貿易 の実態は読み取れない 。
本報告では 、ある年 に継続 して いる契約 に、それ以前 の契約が件数 、金額共 にどのよ うに寄与 し
ているか にっいて明らか に し、技術貿易の実態 の推定 を試みた結果 を示 した 。
2.研究手 法
ある年 に成立 した新規契約は 、年が経つ にう れて一定 の割合で件 数 、金 額共 に変化 してい くと仮
定 し、あ る年度 におけ る継続 件数 、金額 を算 出 し、この推計値 と実績値 との比較検討を繰 り返 し、
実績値 に最 も近い推計値 を求める。ある年 の技術輸出 または技 術輸 入に関す る継続契約 の件数 、金
額 は以下 に示す 式で規定す る ことができる。
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Nt=:a{h,.ユ+a5n,-2÷aln、-3+ +aAnt-n
Mt=blmt-i+b▲mt..2+'bsmt-3+ +blimt.-n
N,=t年 度 における継 続契約件 数
nt=t年 度 における新規契約件 数
パ ーt触 より砕 酬 の新規契糸勺が ・t轍 に残 机 ている比導{(契繊 存 率)
M,・=t年度 における継続 契約 に基づ く対価受 取 または支払 額
m,-tイ鍍 における新規 鄭 勺に基 づ く綱 暇 取 または支払額
b㌍t触 よ りn越 前の繍 契糸勺に短 きt磯 に熱 する金 額o)t轍 よ り
n年度前の新規契約金額 に対する比率(い わば新規契約金額 に基づ く後年 度
対価の増減率)
上記の 式において 、ある特定の条件を設 定 し、未知数an、bnの 最適解 を求め 、これ らを用 いて
継続契約 の各年の件数 、金額 を推定する。
3.研究成 果
図1、2は 技術輸 出件数並 びに技術輸入金額 の推移 について 、数 値シ ミュレー シ ョンを行 った結
果 を示す 。実線 で示 した推計 値 と破線で示 した実績値は 良く～ 致す る事が示 され 、本研 究のアプロ
ーチが正 しい ことが証 明 された 。
図1技 術輸出件数の推移 図2技 術輸入金額の推移
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本研究 によ り、我が国の技 術貿 易 について 、次のよ うな特性 が明 らかにな った。
①技術輸入の対 象国は欧米で あ り、技術輸出の対象国はアジア各国が主で あることは知 られていた
が 、その契約 の特性 が本質 的に異 なる 。即ち 、技術輸出では初年度で契約が解消する比率が 、5
0～35%で あるのに対 して、技術輸入の場 合は 、7%程 度 であ ると推定 され 、技術輸出契約は
短い年 月で解 消す るのに比べて 、技術輸 入契 約は永 い年 月に渡 って存在 し続 けている 。
② 技術輸 出は年代 によ りその特色が変化 してきている。1980年代半ば以前 は単年 度契約 が大半 を占
めていた。80年代半 ばを転換期 と して80年代後期以降 はランニ ング ・ロ イヤル テ ィ(売 上 の何%
または製品1個 売上毎 に一定の対価を支払 う契約方 式)契 約 が主体 にな ってい った。その理 由 と
しては、1980年代前 半 には 、一 括払 いが主で ある鉄鋼業 、建設業な どの輸 出が主体で あ ったが 、
1980年代の半ば以降急速 にその比率が減少 したためである 。(表1参 照)
③技術輸 出は技術輸入 に比べ て一 括支払い分(イ ニ シャルペ イメ ン ト)の 比率が高い 。即 ち、技術
輸出では 、契約年度 に技術 を売 りきる傾向が強い 。近年 の傾 向と しては技術輸 出、技 術輸入共に
ランニ ング ・ロイヤ ルテ ィ分の比率が高 くな りつつある。そ の理 由は 、近年の技術 貿易の主 体が 、
ランニ ング ・ロイヤ ルテ ィの比率が大 きい業 種である電気 、電子工業 、化学工 業 、輸 送用機 械工
業 など に移行 したた め と考 えられ る。
④ ラ ンニ ング ・ロイヤルテ ィ契約 と一括支払 い契約の1件 当た りの平均対 価にっいては、ラ ンニン
グ ・ロイヤルテ ィ契約の方が一 括支払 い契約 よ りは るか に大 きい。技術 貿易において は、大物 は
ラ ンニ ング ・ロイヤルテ ィ方式 、小物は一括支払い方式 とい う図 式が考 え られ る。
⑤技術輸出 と技 術輸入の共通 点 として、対価の受取 または支払 は一般 に長期間 に渡 って続いて いる
ことがわか った 。これ らの契約 では1件 当た りの平均対価 は毎年1割 程度 しか減衰 していない と
推測 される。 この種 の契約 は、近年 における技術進歩が 激 しいに もかかわ らず 、相 当額の対価 を
長期 間 に渡 りや りと りして いる ことを示 している。
?
?
?
以上 、数値 シ ミュレー シ ョンの手法を用いる ことによ り、技術貿易 における新規契約 と継続契約
の関係か ら、我が国の技術貿易の構造 を明 らか にす ることがで きた。 さらに、産業別 、地域別 の動
向を解析す るこ とによ り我が国の技術貿易 の全容が 明 らか になるであろ う。
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表1技 術貿易契約の特性
単位%
初年度分 2年 度分 3年度 分以 降の
減 衰率
(88年 度 以 降)
一 括 決 済 分 23 15
技 ランニング ・ ロイヤルティ分 77 85 0.77
術 (86年)
一括 決済分 43 12
輸 ランニング ・ ロイヤルティ分 57 88 O.77
出 (85年 以 前)
一 括決済分 69 7
ランニング ・ ロイヤルティ分 31 93 0.77
輸 一一括 決 済 分 17 4 0.6～0.7
入 ランニング ・ ロイヤルティ分
.
83 96 程度
皿.そ の 他/OtherTopics
○海外 出張
9/13～9/22桑原第2調 査研究 グループ総括上席研究官(フ ラ ンス 、 ドイツ)
OECD技 術 予測専門家会合及び イノベ ーシ ョン ・技術政策WG出 席
編集 ・発行 科 学 技 術 庁 科 学 技 術 政 策 研 究 所 「政 策 研 ニ ュ ー ス 」 編 集 委 員 会
(担当:情 報 シ ス テ ム 課)
〒100東 京 都 千 代 田 区 永 田 町F11-39電 話03(3581)2391
NationalInstituteofScienceandTechnologypolicy,
ScienceandTechnologyAgency,Japan
1-11-39,Nagata-cho,Chiyoda-ku,Tokyo,100
PHONE:03(3581)2391FAX:03(3503)3996
一8一
